
東京 電力 福島 第一 原子 力発 電所 の事 故に 伴う 緊急 要請 書  

 

 平成 23 年 3 月 11 日に 発生 した 東北 地方 太平 洋沖 地震 及び これ によ る大 津

波は ，東 京電 力福 島第 一原 子力 発電 所の 重大 事故 を誘 発し た。  

 こ の 重 大 事 故 に よ る 放 射 性 物 質 の 拡 散 と 投 棄 は ， 大 気 や 海 洋 ， そ し て 水

源・土 壌 を汚 染し て，水 道 水へ の乳 幼児 への 飲用 制限 ，農作 物 や原 乳の 出荷

制限，水 産物 の漁 と出 荷の 自粛 等々 ，既に 本 県の 農畜 産業 及び 水産 業に 破壊

的な 被害 を与 えて いる 。  

先月 21 日及 び 23 日，原 子力 災 害対 策 本部 長か ら原 子力 災害 対策 特別 措置

法第 20 条第 3 項に 基づ く出 荷制 限の 指示 によ り， 本県 産の 農産 物の うち ，

ホウ レン ソウ，カキ ナ及 びパ セリ の野 菜３ 品目 にお いて 6 億円の 被害 が見 込

まれ ，さ らに 風評 被害 の影 響に 伴い ，本 県産 の野 菜全 般では 47 億円 ，現 在

まで に少 なく とも 53 億円も の損 失が 見 込ま れて いる 。  

 ま た，本県 沖の 水産 物に おい ては ，コウ ナ ゴを 初め 漁や 出荷 の自 粛を 行う

一方，水 産庁 や茨 城県 にお いて 定期 的な 調査 を実 施し てお り，安全 性を 確認

して いる にも かか わら ず，本 県沿 岸で 漁獲 され た水 産物 であ る事 実の みを も

って，消 費者 及び 市場・流 通関 係者 から 忌避 され ると いっ た風 評被 害を 生じ

てい る。  

風 評 被 害 に よ る 影 響 は ， こ の よ う な 農 畜 産 業 や 水 産 業 だ け に と ど ま ら ず ，

観光 や医 療・福 祉は もと より 工業 製品 に至 るま であ らゆ る産 業に 及ん でお り，

県民 生活 の基 盤が 失わ れて いく とい う，ま さに 危機 的な 状態 にあ ると 言わ ざ

るを 得な い。県 経済 その もの の破 綻と いう 事態 さえ も心 底よ り危 惧さ れる と

ころ であ る。  

 よ って ，貴 社に おい ては ，今 般の 福島 第一 原子 力発 電所 事故 の早 急な 収束

に万 全を 期す とと もに，今 なお 甚大 な被 害を 受け てい る本 県の 農畜 産業 ，水

産業 及び 観光 業な どの 各事 業者 等に 対し，放射 性物 質に よる 被害 と風 評に よ

る被 害の 双方 につ いて ，十 分な 損失 補償 を行 うよ う強 く要 望す る。  
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